
 

 

浜岡原子力発電所第５号機の工事計画の届出についての確認結果 

 

（届出概要） 

 

１．届出者及び届出年月日等 

   届出者：中部電力株式会社 代表取締役社長 社長執行役員  

水野 明久 

   届出年月日等： 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく届出） 

平成２５年１２月２５日（本浜岡発第８９３号） 

    （電気事業法に基づく届出） 

       平成２５年１２月２５日（本浜岡発第８９２号） 

   補正年月日等： 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく届出） 

平成２６年 １月２３日（本浜岡発第９３４号） 

    （電気事業法に基づく届出） 

       平成２６年 １月２３日（本浜岡発第９３３号） 

 

２．発電所の名称及び位置 

名称：浜岡原子力発電所 

位置：静岡県御前崎市佐倉 

 

３．発電所の出力及び周波数 

出力：   ３，６１７，０００ｋＷ 

第３号機：１，１００，０００ｋＷ 

第４号機：１，１３７，０００ｋＷ 

第５号機：１，３８０，０００ｋＷ（今回届出分） 

周波数：６０Ｈｚ  

 

４．届出範囲 

放射性廃棄物の廃棄施設 

２ 気体、液体又は固体廃棄物処理設備に係る次の事項（機器がある処理能

力を発揮することを目的として一体となった装置を構成する場合は、その

装置の名称、種類、処理能力及び個数を付記すること。） 

（１）熱交換器の名称、種類、容量、最高使用圧力（管側及び胴側の別に

記載すること。）、最高使用温度（管側及び胴側の別に記載すること。）、

伝熱面積、主要寸法、材料及び個数 

（４）容器の名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使用温度、主要寸法、

材料及び個数並びに漏えい防止のための制御方法 

（８）ろ過装置の名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使用温度、主要

寸法、材料及び個数 



 

（10）主配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料 

    ３ 堰その他の設備に係る次の事項 

（２）原子炉格納容器本体外に設置される流体状の放射性廃棄物を内包

する容器からの流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えいを防止す

るために施設する堰（放射性廃棄物運搬用容器にあっては、流体状

の放射性廃棄物の施設外への漏えいを防止するために施設する設

備）の名称、主要寸法、材料及び取付箇所並びに床面及び壁面の塗

装の範囲及び材料 

４ 原子炉格納容器本体外の廃棄物貯蔵設備又は廃棄物処理設備からの流

体状の放射性廃棄物の漏えいの検出装置又は自動警報装置の名称、種類、

計測範囲、取付箇所及び個数 

５ 放射性廃棄物の廃棄施設の基本設計方針、適用基準及び適用規格 

６ 設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する次の事項 

（１）品質保証の実施に係る組織 

（２）保安活動の計画 

（３）保安活動の実施 

（４）保安活動の評価 

（５）保安活動の改善 

 

５．工事の種類・内容 

種類：発電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事（放射性廃棄 

物の廃棄施設） 

内容：液体廃棄物処理設備、堰その他の設備並びに廃棄物処理設備から 

の流体状の放射性廃棄物の漏えいの検出装置及び自動警報装置の改

造（塩分除去装置の撤去） 

 

６．届出理由 

浜岡原子力発電所第５号機復水器細管損傷に伴い、プラント系統内に高濃度

の塩化物イオンを含む海水が侵入したことから、塩化物イオン濃度の高い廃液

を処理するために塩分除去装置を設置していた（平成２３年１２月６日付本浜

岡発第８８４号により工事計画届出、平成２３年１２月１２日付本浜岡発第８

９５号により工事計画変更届出）が、本装置及び原子炉冷却系統設備である復

水脱塩塔を用いた浄化によりプラント系統内の塩化物イオンは低減したこと

から塩分除去装置を撤去するもの。 

なお、今後発生する液体廃棄物については、塩分除去装置設置前の廃棄物処

理設備で処理可能となる。 

 

 

 

 

 



 

（確認概要） 

 

１．確認内容 

今回の届出に係る工事計画届出書本文、耐震性に関する説明書、強度に関す

る説明書、流体状の放射性廃棄物の漏えいの拡大防止能力及び流体状の放射性

廃棄物の漏えいの検出装置及び自動警報装置の構成に関する説明書並びに計

測範囲及び警報動作範囲に関する説明書、設計及び工事に係る品質管理の方法

等に関する説明書及び図面に加え、参考資料のとおり中部電力から追加で届出

内容を確認した。 

確認した結果、以下のとおり核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律第４３条の３の９第３項第１号に規定する発電用原子炉の設置の許

可との整合性、同項第２号に規定する「実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第６号）」（以下「技

術基準規則」という。）に適合するものであること、さらに、同項第３号に規

定する「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品

質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規則（平成２５年

原子力規制委員会規則第８号）」（以下「品質基準規則」という。）に適合する

ものであることを確認した。 

 

・発電用原子炉の設置の許可との整合性については、届出に係る内容が、浜岡

原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（５号原子炉の増設（平成９年４月

１５日付け申請）、平成１０年２月１６日及び平成１０年１１月９日付け一部

補正。）の本文に記載した液体廃棄物の廃棄設備の構造、廃棄物の処理能力及

び排水口の位置の変更を要するものに該当しないことから、設置の許可に抵

触するものではない。 

 

・放射性廃棄物を処理する能力については、撤去工事後は、今後発生する液体

廃棄物は塩分除去装置設置前の廃棄物処理設備で処理可能であることから、

技術基準規則第３９条（廃棄物処理設備等）第１項の規定の適合性に影響を

与えるものではない。 

 

・流体状の放射性廃棄物の漏えいの拡大を防止するための構造については、本

撤去工事後は、エリア内からの漏えいを防止する必要がないことから堰を撤

去し、塩分除去装置設置前と同等に床面、壁面及び施設外との境界壁面にお

いて、防水のエポキシ樹脂塗装を施すことから、技術基準規則第３９条（廃

棄物処理設備等）第２項の規定の適合性に影響を与えるものではない。 

 

・放射性廃棄物の廃棄施設の耐震性については、既設液体廃棄物処理系設備と

の取り合い部において既設設備に影響を及ぼす切断及び溶接作業を伴わない

ことから、技術基準規則第５条（地震による損傷の防止）の規定の適合性に

影響を与えるものではない。 



 

 

・放射性廃棄物の廃棄施設の強度については、既設液体廃棄物処理系設備との

取り合い部において既設設備に影響を及ぼす切断及び溶接作業を伴わないこ

とから、技術基準規則第１７条（材料及び構造）の規定の適合性に影響を与

えるものではない。 

 

・本撤去工事エリア内に流体状の放射性廃棄物の漏えいを防止するために設置

されていた検出装置及び自動警報装置については、装置の構成、計測範囲及

び警報動作範囲とも塩分除去装置設置前の状態に復旧することから、技術基

準規則第４７条（警報装置等）の規定の適合性に影響を与えるものではない。 

 

・設計及び工事に係る品質管理の方法については、品質保証の実施に係る組織、

保安活動の計画、保安活動の実施、保安活動の評価及び保安活動の改善に係

る事項について、安全文化を醸成するための活動、不適合の報告及び処理、

業務プロセス、設計管理のグレード分け等を含めて品質保証計画として定め

られており、品質基準規則に適合する。 

なお、本撤去工事においては、取り合い部で既設設備に影響を及ぼす作業

を伴わないことから、基本設計までは自社で行い、具体的な施工等について

調達を行うこととされている。 

調達先に対しては、工事の重要度に応じて調達先の再評価を行い、調達管

理のプロセスについては、品質保証計画の提出等により管理するとされてお

り、その上で検査としては、周辺の健全な塗装面と同等の塗装厚さを確保し

た後に外観検査を行うこととされている。 

 

 

２．処理意見 

本工事計画は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律第４３条の３の９第３項の規定に適合しているものと認められる。 

なお、電気事業法第４７条第３項第１号の原子力安全に係る基準の適合性に

ついては、電気事業法第１１２条の３第２項の規定により、「発電用原子力設

備に関する技術基準を定める省令（昭和４０年通商産業省令第６２号）」に適

合しているものとみなされる。 

  



 

（参考資料） 

中部電力から追加で確認した内容 

 

年月日 概要 備考 

平成２５年１２月２５日 工事計画届出書本文の記

載事項等の内容について、

ヒアリングにおいて事実

関係の確認 

 

－ 

平成２６年 １月１０日 平成２５年１２月２５日

のヒアリングを踏まえ、工

事計画届出書本文の記載、

設計及び工事に係る品質

管理を含めた全体構成の

概要、品質保証計画と保安

規定、品質技術基準規則と

の相違点等について、ヒア

リングにおいて事実関係

の確認 

 

－ 

 

平成２６年 １月１６日 平成２６年１月１０日の

ヒアリングを踏まえ、品質

保証計画と保安規定、品質

技術基準規則との相違点

等についてヒアリングに

おいて事実関係の確認 

 

－ 

平成２６年 １月２０日 平成２６年１月１６日の

ヒアリングを踏まえ提出

のあった資料について、ヒ

アリングにおいて事実関

係の確認 

 

＜提出資料＞ 

品質保証活動の原子炉

施設保安規定との適合

性について 

：添付１ 

設備、機器の品質管理手引

 ０６－０３（抜粋） 

：添付２ 

調達予定先の再評価結果

について 

：添付３ 

塩分除去装置床部概略図 

：添付４ 

原子炉設置許可との整合

性について 

：添付５ 



 

１ 

平成 26 年 1 月 20 日 

中部電力株式会社 

浜岡 5号機塩分除去装置撤去の工事計画に係る品質保証活動の原子炉施設保安規定との適合性について 

 

 浜岡原子力発電所における品質保証活動は、浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定（以下、「保安規定」という。）を遵守し実施している。現在運用している保安規定（平成 25 年 9 月 6 日保安規定

変更認可申請、同年 12 月 24 日認可）は、「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規則（以下、「品質技術基

準規則」という。）の要求事項を踏まえ整理したものとなっている。 

 浜岡 5号機塩分除去装置撤去の工事計画（以下、「本工事計画」という。）に係る品質保証活動は、この保安規定第 3条品質保証計画に基づき策定している。 

 以下に、本工事計画に係る品質保証活動について、保安規定第 3条品質保証計画からの変更箇所及びその適合性を示す。 

  

品質技術基準規則 
保安規定 第 3 条品質保証計画 

（下線部：品質技術基準規則からの変更箇所） 

本工事計画に係る品質保証活動 

本工事計画の記載 

（下線部：保安規定からの変更箇所） 
保安規定からの変更理由等 

（設計開発の変更の管理） 

第三十五条 発電用原子炉設置者は、設計開発の変更を行

った場合においては、当該変更の内容を識別できるよう

にするとともに、当該変更に係る記録を作成し、これを

管理しなければならない。 

２ 発電用原子炉設置者は、設計開発の変更を実施するに当

たり、あらかじめ、照査、検証及び妥当性確認を適切に

行い、承認しなければならない。 

３ 発電用原子炉設置者は、設計開発の変更の照査の範囲

を、当該変更が発電用原子炉施設に及ぼす影響の評価（当

該発電用原子炉施設を構成する材料又は部品に及ぼす影

響の評価を含む。）を含むものとしなければならない。 

４ 発電用原子炉設置者は、第二項の規定による変更の照査

の結果に係る記録（当該照査結果に基づき所要の措置を

講じた場合においては、その記録を含む。）を作成し、こ

れを管理しなければならない。 

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし、記録を維持する

(4.2.4 参照)。 

(2) 変更に対して、レビュー、検証及び妥当性確認

を適切に行い、その変更を実施する前に承認す

る。 

(3) 設計・開発の変更のレビューには、その変更が、

当該の原子力施設を構成する要素及び関連する

原子力施設に及ぼす影響の評価を含める。 

 

 

(4) 設計・開発の変更のレビュー結果の記録及び必要

な処置があればその記録を維持する(4.2.4参照)。

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし、記録を維持する

(4.2.4 参照)。 

(2) 変更に対して、レビュー、検証及び妥当性確認

を適切に行い、その変更を実施する前に承認す

る。 

(3) 設計・開発の変更のレビューには、その変更が、

当該の原子力施設を構成する要素及び関連する原

子力施設に及ぼす影響の評価（当該原子力施設を

構成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含

む）を含める。 

(4) 設計・開発の変更のレビュー結果の記録及び必要

な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

7.3.7(3)項 

 本工事計画は、個別施設の設計及び工事に関する

品質保証活動が主であり、原子力施設に及ぼす影響

評価に、施設を構成する材料又は部品に及ぼす影響

評価を含むことを明確にするため、下線部の記載を

加えている。 

 したがって、本工事計画の記載は、保安規定から

逸脱するものではない。 

（識別） 

第四十一条 発電用原子炉設置者は、個別業務に関する計

画及び個別業務の実施に係る全てのプロセスにおいて、

適切な手段により個別業務及び発電用原子炉施設を識別

しなければならない。 

 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

(1) 必要な場合には、組織は、業務の計画及び実施

の全過程において適切な手段で業務・原子力施設

を識別する。 

(2) 組織は、業務の計画及び実施の全過程におい

て、監視及び測定の要求事項に関連して、業務・

原子力施設の状態を識別する。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場

合には、組織は、業務・原子力施設について一意

の識別を管理し、記録を維持する(4.2.4 参照)。 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

(1) 組織は、業務の計画及び実施の全過程において

適切な手段で業務・原子力施設を識別する。 

 

(2) 組織は、業務の計画及び実施の全過程におい

て、監視及び測定の要求事項に関連して、業務・

原子力施設の状態を識別する。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場

合には、組織は、業務・原子力施設について一意

の識別を管理し、記録を維持する(4.2.4 参照)。 

7.5.3(1)項 

 保安規定では、施設の運転操作等の本条項に該当

しない施設運営に関するプロセスを含むため、従来

から 7.5.3(1)項へ JEAC4111-2009 に基づき「必要

な場合には」と記載している。 

 一方、本工事計画は、個別施設の設計・工事の計

画および実施について記載したものであり、業務・

原子力施設の識別が必要であることから記載を削

除している。 

 したがって、本工事計画の記載は、保安規定から

逸脱するものではない。 

（追跡可能性の確保） 

第四十二条 発電用原子炉設置者は、追跡可能性（履歴、

適用又は所在を追跡できる状態にあることをいう。）の確

保が個別業務等要求事項である場合においては、個別業

務又は発電用原子炉施設を識別し、これを記録するとと

もに、当該記録を管理しなければならない。 
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２ 

品質技術基準規則 
保安規定 第 3 条品質保証計画 

（下線部：品質技術基準規則からの変更箇所） 

本工事計画に係る品質保証活動 

本工事計画の記載 

（下線部：保安規定からの変更箇所） 
保安規定からの変更理由等 

（発電用原子炉施設に対する検査試験） 

第五十条 発電用原子炉設置者は、発電用原子炉施設が要

求事項に適合していることを検証するために、発電用原

子炉施設に対して検査試験を行わなければならない。 

２ 発電用原子炉設置者は、前項の検査試験を、個別業務計

画及び第三十九条第一項第二号に規定する手順書に従っ

て、個別業務の実施に係るプロセスの適切な段階におい

て行わなければならない。 

３ 発電用原子炉設置者は、検査試験の適否決定基準への適

合性の証拠となる検査試験の結果に係る記録等を作成

し、これを管理しなければならない。 

４ 発電用原子炉設置者は、プロセスの次の段階に進むこと

の承認を行った者を特定する記録を作成し、これを管理

しなければならない。 

５ 発電用原子炉設置者は、個別業務計画に基づく検査試験

を支障なく完了するまでは、プロセスの次の段階に進む

ことの承認をしてはならない。 

６ 発電用原子炉設置者は、個別業務及び発電用原子炉施設

の重要度に応じて、検査試験を行う者を定めなければな

らない。この場合において、検査試験を行う者の独立性

を考慮しなければならない。 

8.2.4 検査及び試験 

(1)  組織は、原子力施設の要求事項が満たされて

いることを検証するために、表３－２の 8.2.4 に

関連する二次文書により、原子力施設を検査及び

試験する。検査及び試験は、業務の計画(7.1 参照)

に従って、適切な段階で実施する。検査及び試験

の合否判定基準への適合の証拠を維持する

(4.2.4 参照)。 

(2) 検査及び試験要員の独立の程度を定める。 

(3) リリース(次工程への引渡し)を正式に許可し

た人を記録する(4.2.4 参照)。 

(4) 業務の計画(7.1参照)で決めた検査及び試験が

完了するまでは、当該原子力施設を据え付けたり、

運転したりしない。ただし、当該の権限をもつ者

が承認したときは、この限りではない。 

 

8.2.4 検査及び試験 

(1)  組織は、原子力施設の要求事項が満たされて

いることを検証するために、｢表２の 8.2.4 に関

連する二次文書｣により、原子力施設を検査及び

試験する。検査及び試験は、業務の計画(7.1 参

照)に従って、適切な段階で実施する。検査及び

試験の合否判定基準への適合の証拠を維持する

(4.2.4 参照)。 

(2) 検査及び試験要員の独立の程度を定める。 

(3) リリース(次工程への引渡し)を正式に許可し

た人を記録する(4.2.4 参照)。 

(4) 業務の計画(7.1 参照)で決めた検査及び試験が

完了するまでは、当該原子力施設を据え付けたり、

運転したりしない。ただし、当該の権限をもつ者

が承認したときは、この限りではない。※１ 

 

（※１ 平成 26 年 1 月 20 日追記） 

8.2.4(4)項 

 保安規定では、設計・工事段階において使用承認

の法的規制が別途あること、また、運転段階におい

て社内ルールに則り最終合否判定前の使用等を行

う場合があることから、従来から 8.2.4(4)項へ

JEAC4111-2009 に基づき、ただし書きを記載してい

る。 

 一方、本工事計画では、届け出た撤去工事内に使

用承認を必要とする工事がないことから、保安規定

8.2.4(4)項のただし書きの記載を削除した。 

        （平成 25 年 12 月 25 日届出時）

 

（平成 26 年 1 月 20 日追記） 

 本工事計画について改めて検討を行った結果、本

工事計画の関連工事まで含めた場合、社内ルールに

則った最終合否判定前の設備使用があることから、

保安規定と同様にただし書きの記載を加えること

とした。 
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設備・機器の点検・補修等における、品質管理項目・措置一覧表（機械設備）
◎：電力立会　　○：記録確認（○＊はホールドポイント）　　□：記録提出　　△：請負者確認　　―：該当せず
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作
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（

手
動
弁
を
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く
）
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・
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付
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況
確
認
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観
・
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い
検
査

試
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転
前
記
録
確
認

ア
イ
ソ
レ
ー

シ
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ン
確
認

試
運
転

外
観
・
漏
え
い
検
査

異
音
・
振
動
確
認

設備・機器名 品質管理区分 (注3) (注4) (注7) (注1) (注2) (注5) (注6) (注1) (注7) (注3)

　　Ａ ○ □ ◎ ○ □ △ ○ ○＊ ○ ○＊ □ ○ ○ ○ △ － ○ ◎ ○＊ ◎ ◎ ◎ ◎

　　Ｂ ○ □ ◎ ○ □ △ ○ ○＊ ○ ○＊ □ ○ ○ ○ △ － ○ ◎ ○＊ ◎ ◎ ◎ ◎

　　Ｃ □ □ ◎ ○ □ △ △ △ □ △ □ ○ △ □ △ － □ ◎ ○＊ ◎ ◎ ◎ ◎
　　Ｂ´ □ □ △ □ □ △ □ □ □ □ □ □ □ □ △ － □ △ ○ △ ○ ○ ○
　　Ｃ´ □ □ △ □ □ △ △ △ □ △ □ □ △ □ △ － □ △ ○ △ ○ ○ ○
　　Ａ － □ ◎ ○ □ △ ○ ○＊ ○ ○＊ □ ○ ○ ○ △ ◎ ○ ◎ ○＊ ◎ － ◎ ◎

　　Ｂ － □ ◎ ○ □ △ ○ ○＊ ○ ○＊ □ ○ ○ ○ △ ◎ ○ ◎ ○＊ ◎ － ◎ ◎
　　Ｃ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
　　Ｂ´ － □ △ □ □ △ □ □ □ □ □ □ □ □ △ ○ □ △ ○ △ － ○ ○
　　Ｃ´ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
　　Ａ － □ ◎ ○ □ △ ○ ○＊ ○ ○＊ □ ○ ○ ○ △ ◎ ○ ◎ ○＊ ◎ － ◎ ◎

　　Ｂ － □ ◎ ○ □ △ ○ ○
＊ ○ ○

＊ □ ○ ○ ○ △ ○
＊ ○ ◎ ○

＊ ◎ － ◎ ◎

　　Ｃ － □ ◎ ○ □ △ △ △ □ △ □ ○ △ □ △ ○＊ □ ◎ ○＊ ◎ － ◎ ◎
　　Ｂ´ － □ △ □ □ △ □ □ □ □ □ □ □ □ △ ○ □ △ ○ △ － ○ ○
　　Ｃ´ － □ △ □ □ △ △ △ □ △ □ □ △ □ △ ○ □ △ ○ △ － ○ ○

その他装置類

（注３）人身災害防止の観点でアイソレーションの確認を行う。
（注４）○については、状態コードＣ４（経年劣化が認められない、もしくは非常に軽微な場合）、計器の指示ずれ、クリアランス値のように劣化状況が
　　　　定量的に評価・判断可能なもの以外に立会う。

（注５）○については、所見がある場合に立会う。（計器の指示ずれのように定量的に評価・判断可能なもの、次回点検への反映の必要性がないものを除く。）

（注６）【異物侵入防止管理手引（運転）】および【異物侵入防止管理手引（廃止措置）】で定める特殊区域（Ａ、Ａ１）でかつ品質管理区分Ａについては立会を行う。

（注７）サポートや配管、部品等の干渉物として取外しが必要な個所（品質に影響を与えるもの）を含む。

隔　離　弁
主　要　弁

その他弁類

（注１）【電気・計測品の端子取扱に関する管理手引（運転）】または【電気・計測品の端子取扱に関する管理手引（廃止措置）】による。
　　　（各手引の適用範囲に従う。）

（注２）非破壊検査は異常時のみホールドポイントとする。

試運転時
プラント起動時

管　理　項　目
（試験立会項目）

作業着手前
点
検
手
入
れ
前
デ
ー

タ
採
取

分解点検時 組　立　時 試運転前

添付資料１（３／１２）
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設備・機器の点検・補修等における、品質管理項目・措置一覧表（機械設備）
◎：電力立会　　○：記録確認（○＊はホールドポイント）　　□：記録提出　　△：請負者確認　　―：該当せず

作
業
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ア
の
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生

使
用
工
具
・
計
測
器
確
認

足
場
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立
て
完
了
確
認
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イ
ソ
レ
ー

シ
ョ

ン
確
認

素
材
検
査

材
料
確
認

寸
法
検
査

干
渉
物
撤
去

切
断
位
置
の
ケ
ガ
キ
・
切
断

異
物
侵
入
防
止
確
認

開
先
面
検

溶
接
部
、

開
先
合
せ
検
査

溶
接

非
破
壊
検
査

各
部
締
付
確
認

据
付
外
観
検
査

耐
圧
・
漏
え
い
試
験

機
能
・
性
能
検
査

干
渉
物
復
旧

ア
イ
ソ
レ
ー

シ
ョ

ン
確
認

足
場
解
体

使
用
工
具
・
測
定
器
確
認

作
業
エ
リ
ア
片
付

設備・機器名 品質管理区分 (注9) (注10) (注1) (注2) (注3) (注11) (注4) (注5) (注6) (注7) (注8) (注9)

　　Ａ △ □ △ ◎ ○ － □ □ ◎ ◎ □ □ □ □ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ □ ◎
　　Ｂ △ □ △ ◎ ○ － □ □ ◎ ◎ □ □ □ □ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ □ ◎
　　Ｃ △ □ △ ◎ ○ － □ □ ◎ ◎ □ □ □ □ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ □ ◎
　　Ｂ´ △ □ △ △ □ － □ □ ○ ○ □ □ □ □ ○ ○ △ ○ ○ ○ △ △ □ □
　　Ｃ´ △ □ △ △ □ － □ □ ○ ○ □ □ □ □ ○ ○ △ ○ ○ ○ △ △ □ □

（注11）【異物侵入防止管理手引（運転）】および【異物侵入防止管理手引（廃止措置）】で定める特殊区域（Ａ、Ａ１）でかつ品質管理区分Ａについては立会を行う。

片　付

改造、取替を
伴う場合

（注１）官庁検査の場合は電力立会。
　　　　試験片による機械検査（工場検査実施分を除く）を実施。

（注２）官庁検査（溶接事業者検査対象を含む）の場合は電力立会。
　　　　ミルシート等で確認（工場検査実施分を除く）。

管　理　項　目
（試験立会項目）

（注９）人身災害防止の観点でアイソレーション確認を実施する。

（注10）○については、状態コードＣ４（経年劣化が認められない、もしくは非常に軽微な場合）、計器の指示ずれ、クリアランス値のように劣化状況が
　　　　定量的に評価・判断可能なもの以外に立会う。

準　備
点
検
手
入
れ
前
デ
ー

タ
採
取

施　工　時

（注６）塗装、保温を含む。
　　　　熱膨張による影響をチェックシート等により確認すること。
（注７）耐圧代行ＮＤＩを含む。

（注８）電気・計装設備の電気特性試験、インターロック・シーケンス試験を含む。

（注３）工場検査実施分を除く。
（注４）官庁検査（溶接事業者検査対象を含む）の場合は電力立会。

（注５）官庁検査（溶接事業者検査対象を含む）の場合は電力立会（ＳＲ確認を含む）。

添付資料１（４／１２）
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平成２６年１月２０日 
中部電力株式会社 

 
 

浜岡原子力発電所第５号機塩分除去装置撤去に伴う 
原子炉設置許可との整合性について 

 
 

１．浜岡原子力発電所第５号機塩分除去装置の撤去に至る経緯 
浜岡原子力発電所第５号機は，原子炉停止過程における復水器細管の損傷により，海水

がプラント系統内全体に亘って浸入したことから，塩化物イオン濃度の高い廃液を処理す

るため，塩分除去装置の設置に関する工事計画を届出[本浜岡発第８８４号（平成２３年

１２月６日届出）]及び変更届出[本浜岡発第８９５号（平成２３年１２月１２日変更届出）] 
した。 
その後，塩分除去装置及び原子炉冷却系統設備である復水脱塩塔を用いた浄化により，

プラント系統内の塩化物イオン濃度を低減し，塩分除去装置設置前の放射性廃棄物の廃棄

施設で処理可能となったことから，塩分除去装置の撤去に関する工事計画を届出[本浜岡

発第８９３号（平成２５年１２月２５日届出）]（以下，「本工事計画」という。）した。 

 
２．本工事計画に伴う原子炉設置変更許可申請書との整合性について 

本工事計画の対象である塩分除去装置と取合う塩分除去装置設置前の原子炉施設（以下，

「既設機器」という。）は，塩分除去装置への送水元である復水回収タンク，塩分を除去

した浄化水等の送水先であるタービン建屋低電導度廃液サンプタンク（Ａ），塩分除去装

置の電源供給元である配電盤，塩分除去装置を設置したタービン建屋，漏えいの検出装置

及び自動警報装置のうちタービン建屋低電導度廃液サンプタンク（Ａ）一括警報の接点で

あり，塩分除去装置の取合い機器は処理水移送ポンプ，塩分除去装置配管・サポート，配

線用遮断器二次側端子，堰，タービン建屋低電導度廃液サンプタンク（Ａ）個別警報より

出力される一括警報の信号入力点である。 

本工事計画では，塩分除去装置設置工事で取り付けたすべての機器を撤去することとし

ており，処理水移送ポンプは復水回収タンクからの引き上げ，配管・サポートは塩分除去

装置設置工事にて取り付けたサポートアンカーボルト切断によるタービン建屋からの切

り離し及び配線用遮断器二次側端子の取り外し等であり，既設機器の切断，溶接等の作業

が発生しないことから，既設機器の性能・強度・耐震性に影響を及ぼすことはない。 
また，堰についてもタービン建屋の床・壁を掘削することなく，塩分除去装置設置工事

にて取り付けたアンカーボルトの切断等により撤去し，塩分除去装置設置前と同等に復旧

するため，タービン建屋の耐震性，漏えい拡大防止能力，施設外への漏えい防止能力に影

響を及ぼすことはない。 
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さらに，タービン建屋低電導度廃液サンプタンク（Ａ）の個別警報より出力される一括

警報の信号入力点についても，タービン建屋低電導度廃液サンプタンクの塩分除去装置設

置エリアからの漏えいの検出装置，自動警報装置の構成，計測範囲及び警報動作範囲は塩

分除去装置設置前の状態に復旧することから，流体状の放射性廃棄物の漏えいの検出に係

る機能に影響を及ぼすことはない。 

また，塩分除去装置及び原子炉冷却系統設備である復水脱塩塔を用いた浄化により，塩

分除去装置設置前の放射性廃棄物の廃棄施設で処理可能な塩化物イオン濃度まで低減し

たことから，廃棄物の処理能力に影響を及ぼすことはない。 

したがって，本工事計画は平成９年４月１５日付けで申請，平成１０年２月１６日及び

平成１０年１１月９日付けで一部補正した浜岡原子力発電所原子炉設置変更許可申請書

（５号原子炉の増設）の本文に記載した液体廃棄物の廃棄設備の構造，廃棄物の処理能力

及び排水口の位置の変更を要するものではない。 
以上 
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